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令和４年度中山間地域等直接支払交付金の実施状況の概要 

                                                                       
  中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を

継続するため、国及び地方自治体による支援を行う制度として、平成 12 年度から実施し、令

和２年度から第５期対策を開始しています。 

 第５期対策（令和２年度～令和６年度）の令和４年度の実施状況は以下のとおりです。 

 

○ 第５期対策の３年目となる令和４年度は、北陸管内の68市町村(全国998市町村の約7

％)で、1,807協定(全国約2万4千協定の約7％)において、交付面積35,150ha(全国602,091

haの約6％)で実施しています。これを前年度と比較すると、市町村数が増減なし、協定数

が21増加、交付面積が603ha増加しています。 

○ 各県別では、協定数は、新潟県780協定(対前年＋13)、富山県318協定(対前年+3)、石

川県442協定(対前年+5)、福井県267協定(対前年+0)となっています。 

○ また交付面積は、新潟県22,667ha(対前年+346ha)、富山県4,905ha(対前年+35ha)、石川

県5,169ha(対前年+223ha)、福井県2,410ha(対前年+0)となっています。 

 

１． 実施状況（令和４年度） 

 


